
東京都社会福祉士養成施設指定要領 

 

３福保生地第１４７９号 

令和４年３月３日 

４福保生地第４１８号 

令和４年６月１５日 

（最終改正） 

 ５福祉生地第８５８号 

令和６年１月２９日 

 

 

１ 目的 

 この要領は、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号。以下「法」とい

う。）第７条第２号及び第３号に規定する養成施設（以下「養成施設」という。）の指定等

について、法、社会福祉士及び介護福祉士法施行令（昭和６２年政令第４０２号。以下「法

施行令」という。）、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２年厚生省令第４９号）、

社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則（昭和６２年厚生省令第５０号。以下「指定規則」

という。）及び「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針

について」（平成２０年３月６日付社援発第 0328001 号厚生労働省社会・援護局長通知）

別添１「社会福祉士養成施設の設置及び運営に係る指針」（以下「指針」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定め、養成施設指定事務の円滑な執行を図ることを目的とす

る。 

 

２ 設置主体 

 設置主体は、地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人を原則とすること。 

 

３  設置事業者が満たすべき要件 

養成施設を設置する事業者は、指定規則第３条から第４条並びに指針２及び６から１

２に定める要件を満たすものとする。なお、指定規則第３条第１項レに定める「管理及び

維持経営の方法が確実であること」とは、以下の事項を満たすものとする。 

（１） 養成施設の安定的、継続的運営に必要な財政基盤を有するものであること。 

（２） 養成施設を適正かつ円滑に運営するために、必要な事務処理能力及び体制を整え

ていること。 

（３） 毎年度継続的に養成施設を運営できること。 

（４） その他、この要領に定める事項が遵守されること。 

 

４ 事業者指定の申請 

（１） 養成施設等の指定を受けようとする者（以下「新規申請者」という。）は、授業

を開始しようとする日の１年前までに、「社会福祉士養成施設新規設置計画書」（別

記様式１。以下「新規設置計画書」という。）に別表に記載する必要書類を添付し



て、知事に提出しなければならない。 

（２） 都は、前項の規定により新規設置計画書の提出があった場合には、その内容を審

査し、新規申請者に対しヒアリングを行った上で、書面審査の可否について新規申

請者へ通知する。 

（３） 新規設置計画書について可の書面審査通知を受けた新規申請者は、授業を開始し

ようとする日の６か月前までに、「社会福祉士養成施設新規指定申請書」（別記様式

２。以下「新規指定申請書」という。）に別表に記載する必要書類を添付して、知

事に提出しなければならない。 

（４） 都は、前項の規定により新規指定申請書の提出があった場合には、その内容を審

査し、新規申請者に対し実地調査を行った上で、申請の可否を決定し、新規申請者

へ通知する。 

 

５ 計画を伴う変更に係る申請  

（１） 養成施設の指定を受けている事業者（以下「指定事業者」という。）は、以下の

事項について変更する場合は、学則を変更しようとする日の１年前までに、「社会

福祉士養成施設変更計画書」（別記様式３。以下「変更計画書」という。）に別表に

定める必要書類を添付して、知事に提出しなければならない。 

ア 修業年限 

イ 養成課程 

ウ 入所定員増 

エ 学級数 

（２） 都は、前項の規定により変更計画書の提出があった場合には、その内容を審査し、

必要に応じ指定事業者に対しヒアリングを行った上で、書面審査の可否について

指定事業者へ通知する。 

（３） 変更計画書について可の書面審査通知を受けた指定事業者は、変更を行おうとす

る日の６か月前までに、「社会福祉士養成施設変更申請書」（別記様式４。以下「変

更申請書」という。）に別表に定める必要書類を添付して、知事に提出しなければ

ならない。 

（４） 都は、前項の規定により変更申請書の提出があった場合には、その内容を審査し、

必要に応じ指定事業者に対し実地調査を行った上で、申請の可否を決定し、指定事

業者へ通知する。 

 

６ 計画を伴わない変更に係る申請 

（１） 指定事業者は、以下の事項について変更する場合は、アについては変更を行おう

とする日の３か月前まで、イ～エについては変更を行おうとする日の６か月まで

に、変更申請書に別表に定める必要書類を添付して、知事に提出しなければならな

い。 

ア 入所定員減 

イ 校舎の各室の用途及び面積並びに建物の配置図及び平面図 

ウ 通信養成を行う地域 



エ 添削その他の指導の方法 

（２） 都は、前項の規定により変更申請書の提出があった場合には、その内容を審査し、

必要に応じ指定事業者に対し実地調査を行った上で、申請の可否を決定し、指定事

業者へ通知する。 

 

７ その他事項の変更に係る届出 

指定事業者は、以下の事項について変更する場合は、変更を行った日から１か月以内に、

「社会福祉士養成施設変更届出書」（別記様式５。以下「変更届出書」という。）に別表に

定める必要書類を添付して、知事に提出しなければならない。 

ア 設置者（法人）の名称及び主たる事務所の所在地 

イ 養成施設の名称 

ウ 養成施設の主たる所在地 

エ 養成施設長 

オ 学則（修業年限、養成課程、入所定員、学級数に関する事項を除く。） 

カ カリキュラム 

キ 専任教員及び教員要件のある科目を担当する教員 

ク 実習施設 

ケ 実習指導者 

コ 課程修了の認定の方法 

サ 実習計画（遠方の実習施設における巡回指導を対面からオンラインへ変更する場 

合を含む。） 

シ 実習巡回指導の方法（遠方の実習施設における巡回指導を対面からオンラインへ

変更する場合を含む。） 

 

８ 指定の取消 

指定事業者は、法施行令第８条に定める指定の取消申請を行う場合、「社会福祉士養成

施設指定取消申請書」（別記様式６）に別紙に定める必要書類を添付して、知事に提出し

なければならない。 

 

９ 法施行令第５条に基づく報告 

指定事業者は、法施行令第５条に定めのある報告について、別に定める期日までに、「社

会福祉士養成施設等報告書」（別記様式７）を知事へ提出する。 

 

１０ 事前相談 

 新規申請者が新規設置計画書又は変更計画書を提出する場合、都に対し事前に計画の

概要について相談しなければならない。 

 また、都は必要に応じて、新規設置計画書または変更計画書の提出前に、新規申請者又

は指定事業者に対し計画の概要に関する資料の提出を求めることができる。 

 

 



１１ 申請の補正 

知事は、４～９による提出書類の記載事項又はこれに関する必要書類が要件に適合し

ないときは、申請者に対し、相当の期間を定めて当該申請の補正を求めることができる。 

 

１２ 養成施設に係る広告 

 養成施設に係る広告は、専修学校等認可権者に確認を行った上で、新規設置計画書又は

変更計画書の提出以降行って差し支えない。 

 

１３ 養成施設に係る生徒の募集 

生徒の募集（募集要綱の配布や入所試験の実施等をいう。以下同じ。）は、専修学校等

認可権者に確認を行った上で、新規指定申請書又は変更申請書の提出以降行って差し支

えない。ただし、生徒の募集にあたっては次の点に留意しなければならない。 

（１） 新規申請者又は指定事業者の責任において行うこと。 

（２） 指定等が確定したと誤解されるような表現は避けること。 

（３） 指定等の前に教育内容や教員等に関する情報を公表する場合にあっては、必ず予

定である旨を明示すること。 

また、指定事業者は、生徒の募集を停止することを決定した場合、募集停止の始期及び

終期見込について、遅滞なく知事へ報告するとともに、募集を再開することを決定した場

合も同様とする。 

 

１４ 調査及び指導 

（１） 知事は、新規申請者及び指定事業者に対して、４（４）、５（４）に規定するほ

か必要があると認めるときは、養成施設の設置及び運営等について、実地に調査を

行うとともに、報告及びこれに係る書類の提出を求めることができる。 

（２） 知事は、養成施設の設置及び運営等に関して適当でないと認めるときは、新規申

請者及び指定事業者に対して改善の指導を行うことができる。 

 

１５ その他 

（１）知事は、養成施設の指定について、他の道府県等に対し情報の提供その他必要な協

力を求めることができる。 

（２）この要領に定めるもののほか、養成施設の指定等について必要な事項は、別に定め

る。 

 

 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年６月１５日から施行し、『「社会福祉士養成施設及び介護福祉士養成



施設の設置及び運営に係る指針について」の一部改正について』（令和２年３月６日付社援

発０３０６第２１号厚生労働省社会・援護局長通知）による改正後の指針に基づくカリキュ

ラムの適用時期に応じて、次の各号に掲げる養成施設の区分ごとに適用する。 

（１）修業年限が１年を超え２年以下の養成施設 

   令和４年９月３０日 

（２）修業年限が１年以下の養成施設 

   令和５年９月３０日 

 

附 則 

この要領は、令和６年１月２９日から適用する。 

 


